
令和３年１０月５日

下関市
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山口県の独自要請による飲食店の時短営業・休業措置

飲食事業者

「山口県による時短営業の要請」により、市内経済に様々な影響が出る中、

国・県の支援策を補完するものとして、下関市独自の対策を講じます

緊急事態宣言等の影響を受ける事業者

酒類等の
納入事業者

その他
飲食取引業者

卸売市場
事業者

旅館・ホテル
事業者

路線バス・タクシー
事業者

国際定期航路
関係事業者

月次支援金 時短協力金等

４つの業界・業種への支援

総額 ３億６５０万円



山
口
県

下
関
市

《類型１》

地方単独事業分

13.6億円

《類型２》

協力要請推進枠

《類型３》

事業者支援分

感染症対策・経済対策として
行う自治体独自の事業

国予算 １兆円 １.２兆円 6,000億円

特措法に基づく時短営業要請
に対する協力金

全国的な経済活動減退の影響
を受ける事業者への支援対象経費

０円 ２.７億円

交付先
都道府県・市町村

＝各自治体での柔軟な対応
都道府県

＝広域的対応の観点

（４月）都道府県のみ
（８月）市町村も追加

70億円 60億円＋α 68.6億円

R3.4.30
制度創設

R2.11.17
制度創設

＝４～６月補正
経済対策（第１弾・第２弾）

＝経済対策（第３弾）

地方創生臨時
交付金の類型
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これまでの「地方単独事業分」に加え、新たに「事業者支援分」が交付されることから、

事業者への直接支援に資する各種施策を迅速に実施します



令和３年度 下関市 経済対策（第３弾） 3

飲食店の時短営業・休業による取引量の減少や、社会全体の人流減少により

影響が生じている様々な業種に対し、給付等による即時の対応を行います

飲食店への納入量の減少等により

厳しい経営状況にある市場事業者を支援

市内地方卸売市場の関係事業者
に対し、定額の支援金を給付

市内５つの地方卸売市場で県・市
から許可・承認を受けている事業者

１事業者当たり

法人３０万円 個人２０万円
＋一部上乗せ（最大５０万円）

都道府県境を越える移動の制限等により

利用客が減少した旅館・ホテル事業者を支援

宿泊業を営む事業者に対し、
事業規模に応じた支援金を給付

市内で「旅館業」の営業許可を受け、
施設経営を行っている事業者

１事業者当たり

３０万円 ～ ２００万円

施策② 旅館・ホテル事業者への支援金施策① 卸売市場事業者への支援金

8,400万円 7,750万円

支援対象

支援額

事業概要

支援対象

支援額

事業概要
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飲食店の時短営業・休業による取引量の減少や、社会全体の人流減少により

影響が生じている様々な業種に対し、給付等による即時の対応を行います

市民、域外からの観光客の双方ともに

利用が減少している交通事業者を支援

路線バス、タクシー事業者に対し、
事業規模に応じた支援金を給付

市内に本社・営業所を置いている
路線バス、タクシー事業者

路線バス：運行系統数×１００万円
タクシー：基本額（最大３０万円）
＋車両台数×１万円（法人のみ）

支援対象

支援額

事業概要

国際的な人の移動の制限により利用停止の

影響を受けている航路関係事業者を支援

国際定期航路の関係事業者に対し、
公共施設使用料の負担を軽減

下関港における国際定期航路の
旅客運送に関係する事業者

「下関港国際ターミナル」の

施設使用料を１００％減免
（令和３年度の１年分全て）

施策④ 国際定期航路関係事業者の負担軽減施策③ 公共交通事業者への支援金

支援対象

支援額

事業概要

１億3,500万円 1,000万円
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事業者への即時的支援について迅速に対応する必要があるため、

専決処分により補正予算を決定し、速やかに事業実施に着手します

時 期 行 程

本日

１０月５日（火）
「下関市経済対策（第３弾）」 公表

同 日 専決処分により「補正予算案」を決定 ＝ 補正予算成立

予算成立後 随時 各種施策を実施


